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研究要旨 

現行のがん患者の就労支援には、幾つかの課題がある。1)医療現場で患者のニーズが把握できていない、2)

職場間でがんやその治療に関する情報や支援制度の格差がある、3)医療現場と職場のコミュニケーションに、

患者のプライバシーや医師への負担、支援体制の整備等の未解決課題から十分でないことなどである。そこ

で、我々は、それぞれの課題について、その解決の糸口を見出すための調査研究を行った。1)には治療中患者

にアンケートを行い、2)には、広く職場での支援実態の公表ができる状況にある職場を公募し、プレゼンテー

ションの機会を設け、3)に関しては、コミュニケーションツールの開発を試みた。結果、1)では就労と治療の

両立実態が明らかになり、2)では、大中小規模別職場の両立支援実態の一端を知る機会となり、3)は主治医・

産業医コミュニケーションの一助となるであろう頻度の高い癌種別治療ガイドブックの早見版（癌種別治療パ

ス）の試作を行うことができた。 
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Ａ.研究背景および目的 

 

１） 癌種横断的就労実態のアンケート（中間集計）・・

患者の現状把握をすることで、患者視点に立っ

た癌治療と就労の両立支援の課題を抽出する 

 

２） Bridge between Clinic & Company(BCC) 架け橋

大賞審査会・・最先端の試みをしている病院、職

場、支援団体の支援状況を知り、各施設からの患

者への両立支援のあり方を考える 

 

３） 癌種別治療パス・・医療者側から職場に向けて発

信できる、患者の個別性に立ち入らない各種癌

の治療総論情報ツールを作成し、がん治療に対

する職場理解を深める 

 

B.対象と方法 

 

１） 癌種横断的就労実態のアンケート；順天堂医院

外来化学療法室において抗癌剤治療を実施中の

全ての癌種の患者（65 歳以下）を対象とし、計

200 名を目標に癌種横断的就労実態アンケート

調査（Fig.５参照）を実施。①就労を継続中の患

者対象のアンケートと②がんの診断もしくは治

療によって就労を理由に退職した患者対象のア

ンケートの 2 種類を作成した。就労状況に関わ

る設問以外は共通とした。尚、本調査は順天堂大

学医学部の病院倫理審査委員会での承認を得て

いる。（今回は、期間 2017.3月から 11月の中間

集計である。） 

 

２） BCC 架け橋大賞審査会；公募（Fig.2 参照）後、

応募企業・病院・支援団体の中から書類選考で選

出したグループに 11 月 23 日の審査会で、両立

支援実態について発表してもらい、患者会のメ

ンバー3 名と有識者 7 名による公正な審査の結

果、各カテゴリー（大・中・小企業、病院、支援

団体）の中から優秀企業を選出。 

 

３） 癌種別治療パス；臨床医の立場から、主治医を多

忙にさせない、患者のプライバシーを保護する

ことを目指しながら、企業側に参考になる癌種

別治療別の治療期間と一般的な症状を示すもの

とした。 

 

① 連絡カードの類は簡潔明瞭に（カレンダー

に線引き（赤；療養、黄；制限付、青；完全

復帰等） 

② 詳細は、一般向け冊子を予め作成・配布し、

それを参照してもらうようにし、患者の自

己管理能力を高めることにつなげることを

目指した。 

  上記①②を患者が理解していることを前提とし、

患者のプライバシー侵害回避に留意した。 

  上記①②以上のことを知らせない（下記③に通

ずる）。しかし職場のニーズに応えることとした。 

  ③症状が書かれた診断書よりも、療養期間と出

勤時にできることできないことが示せることが重要

という認識で作成した。 

 

C.結果 

 

１）癌種横断的就労実態アンケート調査結果（Fig1参

照） 

①就労継続中 104名(87.4%)  

②診断告知や治療を理由に退職 15名(12.6%) 

・退職した患者②は、化学療法以外に手術や放射線治

療を受けたことがある人の割合が高かった 

・就労組①の約 2割は、休職中であった。退職組②の

4分の 1強は、いずれ職業に就きたいと考えていた 

・仕事に支障が出る症状は、①②共通して 1位;倦怠

感・体力の低下、2位；脱毛、他にしびれ、集中力の

低下、重いものが持てない、悪心嘔吐、むくみが続き、

就労組①に、外見の変化が多く、退職組②に悪心嘔吐

が多い傾向が見られた 

・がんの治療と就労の両立に関して、医療機関内の相

談相手は、両群とも第 1位は、主治医であったが、退
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職組②では、がん治療センターがそれと同数であっ

たものの、過半数は、どこにも相談をしていなかった。

就労組①は、第２位が看護師であり、どこにも相談を

しなかった人は、約半数いた。 

・地域での相談窓口は、両群でほとんど利用が無かっ

た。 

・職場での相談は、両群とも第 1位が、上司であり、

退職組②では次に同僚、就労組①では人事担当者、同

僚が続いた。いずれの群も、産業医や産業看護師の利

用はほとんどされていなかった。 

・就労している人も、退職をした人も、主治医と職場

関係者が自身の同意のもとであれば、治療や就労に

関する情報のやり取りをしてほしいと思っている人

の割合は、半数弱であった。やり取りをする必要は無

いと考えている人は、退職をした人②で約 3分の 1、

就労している人①で約 4分の 1いた。 

・就労をしている患者①は、家族の支援に満足をして

いる人の割合が高く、次に職場の支援に満足をして

おり、医療側への満足度はこれらを下回っていた。仕

事の状況への満足度は、医療側からの支援への満足

度に類似していたが、仕事の状況に不満に感じてい

る人の割合は、支援への不満を上回っていた。 

・体調は、両群でほぼ同じ申告状況であったが、就労

組①で少し悪いと答えた人が多い傾向があった。 

・退職した患者の職場は、就労を継続している患者の

職場と比較して、中小零細企業が多かった。 

 

２）BCC架け橋大賞審査会結果；以下に選出された企

業と表彰理由を示す。 

架け橋大賞最優秀賞 福井県済生会病院 

  隅々まで網羅的に目配り気配りが行き届いた就

労支援を展開されていることが高く評価された。就

労支援窓口があり支援コーディネーターが積極的に

活動されていること、自治体の労働局などとの連携

で取り組む課題を抽出し、ワークフローを作成し、活

動し、その評価を行ってさらに発展させておられる

ことが素晴らしく、今後の更なる充実が期待された。 

架け橋大賞病院賞 都立駒込病院 

  アピアランスの変化は、がん治療の症状の一部

ではあるものの、患者さんにとっては就労への大き

なハードルとなる悩みであり、このケアに着目し、多

職種で病院全体の活動につなげることができている

点が評価された。 

架け橋大賞支援団体賞 NPO法人京都ワーキング・サ

バイバー 

  サバイバーの視点に立ち、復職したら終わりで

はなく、そこからの支援を考える場として、京都なら

ではのお寺の利用など、様々な創意工夫がなされて

おり、短い取り組みながら、今後の発展が大いに期待

される活動である。若者の啓発の一環として女子大

生を巻き込んでいる点も評価された。 

架け橋大賞大企業賞 サッポロビール株式会社 

  人財宣言、健幸創造宣言など、会社の性質上、健

康には特に意識的に心掛けたい経営側の意図が伝わ

る、人間らしい思いやりに満ちた疾患予防企画、使い

やすさに配慮した制度に、医療に直接かかわらない

企業のモデルとしてふさわしいと評価された。 

架け橋大賞中規模企業賞 朋和産業株式会社 

  モノづくり産業界で、社員の“居場所”としての

職場を用意しようとする社長の気遣い心遣いが感じ

られる発表であり、一人一人に向き合った結果の特

別休暇制度などの柔軟な対応には、企業はこうあっ

てほしいと感じさせられた。 

架け橋大賞小規模企業賞 ヘルスデザイン株式会社 

  大企業に比べ、制度上のハンディを負いがちな

中小零細企業に勤める労働者の両立支援を目的とし

て立ち上げた小規模支援組織である。設立の目的、情

報の提供、100％の就労復帰を目指す姿勢、働きなが

ら治療を続けるための支援などまさに架け橋の役割

を担う支援団体であるが、その組織自体が小規模に

て企業賞にふさわしいと評価された。 

 

４） 癌種別治療パス作成状況は、図表として供覧す

る。（Fig.３参照） 

治療（手術・放射線・薬物）の中で、現在薬物療

法、特に化学療法についての作成が進んでいる。

癌種としては、卵巣がん、乳がん、大腸がん、精

巣がん、胃がんの作成が完成している。 
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D.考察 

 

１） 癌種横断的就労実態のアンケート（中間集計）・・

がんに罹患すると就労を諦める人が少なからず

いるという報告は幾多あるが、中でも一番負担

が大きいと考えられる化学療法実施中の患者に

おいて、実施中の病院において、中間集計である

ことや回収率の差異などの問題はあれ、退職者

が 87％を上回る患者が、退職はせずに就労との

両立を図っているという実態は、予想を上回る

ものであった。医療費や生活費に対処するとい

う経済的な理由や、化学療法ができる全身状態

であるということの反映か、病院外の市中で行

われるアンケートに何らかのバイアスが強くか

かっているためか、一病院での調査にて、順天堂

医院の特性なのかは不明である。調査結果で特

筆すべきは、企業側の一番の相談役であろうこ

とが期待される産業医や産業保健師の存在の周

知がなされていないか、利用されていない点で

あった。患者が務める職場の規模にも依存する

が、今後の課題の一つと考えられた。医療と職場

の橋渡しも、必要性を感じていない患者の存在

は、支援することのメリットを医療者や職場側

からのみの議論で進めることの危険性を示唆す

る結果とみなす必要があることを示唆する。医

療のエンドユーザーであり、本研究の対象者で

ある患者を含めた議論の必要性を再確認させら

れる結果であると考えられた。 

２） Bridge between Clinic & Company(BCC) 架け橋

大賞審査会・・応募施設においては、様々な支援

がなされていた。審査会でのプレゼンテーショ

ンは時間に限りがあり、現場での実態、課題、広

報できる内容や範囲の許諾など、更なるヒアリ

ングが必要であると考えられた。 

３） 癌種別治療パス・・今回は化学療法のパスを作成

したが、がん治療は日進月歩であり、適宜 update

されなければ利用価値がない。全ての癌種のガ

イドラインに目を配り、タイムリーに更新する

必要性を考えると、これを実施すべき組織を定

めておく必要があると考えられた。診療ガイド

ラインを作成する学会や、癌治療時の支持療法

を扱う学会、薬剤師や薬学系の学会、センター機

能を持つがん専門病院の患者情報窓口などが協

力して作成することなどが考えられる。同様に、

手術療法や放射線療法についても、それぞれの

ガイドラインや患者に情報提供を行っている機

関に呼びかけて作成する必要があると考えられ

た。 

 

E.結論 

１）癌種横断的就労実態のアンケート中間集計から、

就労を継続しているために見えてきたことは、職場

の規模とそれに伴う制度、相談の有無などであった。

産業医や産業看護職の存在や周知も課題である。 

２）BCC架け橋大賞審査会からは、先進的な企業の取

り組みの一端がわかったが、今後両立支援普及のた

めに、本企画が活かされることを目指す。 

３）癌種別治療パスは、主な化学療法レジメについて

試作したが、今後各癌種の治療全体をわかりやすく

職場に伝えるためのツール作りは、広くガイドライ

ン作成母体などと連携を図って行うことを課題とす

る。 

 

F.健康危険情報 

  なし 

 

Ｇ.研究発表 

１．論文発表  

未発表 

２．学会発表等 

１）現在中間集計の段階にて、最終集計が終了後に

公開を計画している。 

２）Home Page（Fig.４)で結果を公表中である。 

３）小冊子は、現在、化学療法スケジュールについ

て作成が進んでいるが、手術や放射線療法など、他

の治療についても同様に作成した後に発表する計画

である。 
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４）田口良子、齊藤光江、武藤剛、遠藤源樹．乳癌

患者の復職状況と診断時の就業状態及び治療内容に

関する研究．第 76回日本公衆衛生学会 2017鹿児島 

5) 岡﨑みさと、田口良子、奥出有香子、信濃裕

美、武藤剛、齊藤光江.癌治療と就労両立の実態．

第 2回日本がんサポーティブケア学会 2017大宮 

 

H.知的財産権の出願・登録 

特に記載するべきものなし 
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Fig.1 癌種横断的 
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Fig.2 

 

 

 

 

Fig.3 
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Fig.4 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.５ 
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